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令和６年度事業計画 
 

最近の経済動向は、コロナ禍の３年間を乗り越え、緩やかに回復している状況にあるもの

の、企業を取り巻く環境は、急速な人口減少、デジタル化や脱炭素化の進展など大きく変化

しており、その経営課題は多様化・高度化してきている。 

このような状況のもと、山形県では、「山形県産業振興ビジョン」に基づき、「新時代を担

う人材の確保と新規創業の促進」、「新時代を支える企業収益と県民所得の向上」及び「新時

代に対応した本県産業の競争力強化」の実現に向け施策を展開しているが、特に、本県にお

いて大宗を占める中小企業・小規模事業者が、様々な経営課題を乗り越え持続的な成長発展

を実現するためには、これを強力に後押しする支援体制の再構築が急務である。 

これを踏まえ、公益財団法人山形県企業振興公社は、令和６年４月１日に公益財団法人山

形県産業技術振興機構と合併し、新たに「公益財団法人やまがた産業支援機構」としてスタ

ートする。 

新法人では、それぞれの支援機能を融合し「戦略性を持った経営」や「新しい事業や領域

への挑戦」、そして、それらを実践する「人づくり」を積極的に支援するとともに、創業・新

事業展開から成長発展まで、その段階やニーズに応じ、最適な支援をスピーディーに実施す

る。また、それぞれの地域に密着した商工会議所・商工会や、技術支援を行う県工業技術セ

ンターなど、他の産業支援機関との連携を一層強化することで、一体となった企業支援に取

り組んでいく。 

 

 

１．経営支援  経営改善強化から経営革新までの総合支援 

（１）よろず支援拠点事業 

機構におけるあらゆる業種の総合相談窓口として、「山形県よろず支援拠点」を運営し、

地域の支援機関等と連携して、中小企業・小規模事業者等の経営課題の解決を支援する

ほか、成長志向企業の課題解決への取組みに伴走支援する。 

（２）経営基盤強化の支援 

「経営支援アドバイザー」を配置し、各担当地域において、経営相談・助言や各種支

援策の情報提供などきめ細かな支援を行うとともに、高度で専門的な経営課題に対し外

部の専門家を派遣し助言指導を行う。 

また、経営革新計画に関する助言指導や、情報誌及びホームページ等により経営に役

立つ情報を提供する。 

さらに、中小企業等の経営力向上を図るため、デジタル化推進等に向けた取組みに対

し補助する。 
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（３）ものづくりの取引拡大推進 

県内製造業の取引拡大を図るため、県内外で商談会を開催するとともに、「取引推進

員」を配置し、発注情報の収集に積極的に取り組み、県内受注企業への取引斡旋・紹介

を行う。また、東京、福岡で開催される「機械要素技術展」に山形県ブースを設置し販

路開拓を支援する。 

本県のものづくりの強みや特長を活かし、自動車産業の集積を促進するため、東北６

県等との連携によりトヨタ関連企業向けの展示商談会の開催や、個別に部品メーカーと

県内企業とのマッチングを推進する。また、急速に進む次世代自動車への転換の動きに

対応するため、「次世代自動車プロジェクトマネージャー」を配置し、他の支援機関と一

体となって、県内企業の次世代自動車への参入を支援する。さらに、「次世代自動車首都

圏取引支援アドバイザー」を設置し、首都圏で次世代自動車に係る技術開発等の情報収

集を行う。 

（４）設備貸与事業 

小規模企業者等の経営の革新、地域の中核的な企業の技術力向上、自動車・航空機分

野への参入促進、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）や脱炭素化に取り組もう

としている県内企業を対象に、中小企業の設備投資ニーズに適切に対応した設備貸与事

業を実施する。 

（５）事業承継・引継ぎ支援センター事業 

親族内、従業員及び第三者承継という事業承継全般をワンストップで対応する「山形

県事業承継・引継ぎ支援センター」を運営し、県内中小企業等の円滑な事業承継・引継

ぎを支援する。 

（６）中小企業活性化協議会事業 

雇用の安定と地域活力の維持等に資するため「中小企業活性化協議会」において、金

融機関や関係機関と連携して中小企業の事業再生の取組みを支援する。 

 

２．創業支援  創業、スタートアップ推進・成長支援 

（１）創業支援センター事業 

起業・創業を支援するための拠点施設「スタートアップステーション ジョージ山形」

を運営するとともに、プロジェクトメンバーによる支援体制を構築し、官民連携協働に

よる手法を用いて、地域課題解決型ビジネスモデルを創出する。 

（２）産業創造支援センター管理運営事業 

県指定管理者として「山形県産業創造支援センター」を運営し、創業者等へのオフィ

スの提供、相談助言及び研修の実施など、創業者育成のための支援を行う。 
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３．新価値創出支援 技術・研究開発による新価値創出支援 

（１）新商品・新技術など新たな価値の創出支援 

やまがた産業技術振興基金の活用や産学官の連携・交流の更なる活性化を通じて、県

内企業におけるイノベーション創出や成長分野における技術開発・事業化の取組みを多

面的に支援する。 

また、中小企業等による外国の特許等の出願を支援するほか、山形県高度技術研究開

発センターの施設等の貸出業務を行う。 

（２）ＤＸの総合的な推進 

   県内企業におけるＤＸの実現に向けて、コーディネート活動を行うとともに、ＤＸ推進 

計画の策定等を支援する。 

（３）工業材料試験分析・評価  

ものづくり企業の技術力向上を目指す試験分析業務の着実な遂行と設備開放機器の 

活用による企業支援を効率的に実施する。 

 

４．人づくり支援 次代を担う人材育成と人材確保 

（１）人材育成研修の実施 

ものづくり人材育成の中核機関として、公的機関等の研修情報を一元化して発信する

とともに品質管理やロボット活用、デジタル設計等の製造技術習得並びにものづくり人

材の資質向上に向けた研修事業を計画的、効果的に実施する。 

（２）人材確保の支援 

地域の中堅・中小企業に対して、新たな取組みに積極的に挑む“攻めの経営”への意

欲を喚起し、その実現に不可欠となるプロフェッショナル人材（含む副業・兼業）の採

用を支援する「プロフェッショナル人材戦略拠点」を運営する。 

 また、ホームページ「やまがた 21人財バンク」に求人企業と求職者（企業退職者・Ｕ

Ｉターン希望者）を登録・公開し、県内企業と登録者とのマッチングを促進する無料職

業紹介事業を実施する。 

 



(単位:千円)

予  算  額

１．経　営　支　援     経営改善強化から経営革新までの総合支援 1,054,336

(１)よろず支援拠点事業 100,270

(２)経営基盤強化の支援 209,634

経営支援アドバイザーによる相談助言 45,492

専門家による助言指導 13,770

中小企業経営革新支援事業 502

情報収集提供事業 10,419

中小企業パワーアップ事業 139,451

(３)ものづくりの取引拡大推進 69,241

①取引拡大の推進 52,951

受発注情報収集と取引斡旋・紹介事業 5,351

取引推進員等設置事業 15,595

商談会等開催事業 13,242

中小企業販路拡大実践支援事業 18,763

下請取引の相談 － 

②自動車産業の集積促進 16,290

自動車関連産業集積促進事業 3,862

次世代自動車参入事業 12,428

(４)設備貸与事業 417,623

小規模企業者等設備貸与事業 231,000

工業技術力整備機械貸与事業 110,000

自動車航空機・ＤＸ・脱炭素化関連設備貸与事業 76,623

(５)事業承継･引継ぎ支援センター事業 86,869

(６)中小企業活性化協議会事業 170,699

中小企業活性化協議会事業 142,935

経営改善計画策定支援事業 27,764

２．創　業　支　援      創業、スタートアップ推進・成長支援 112,575

(１)創業支援センター事業　 60,021

創業支援センター事業　 29,711

創業支援コーディネーターによる相談助言 4,368

ソーシャルイノベーション創出モデル事業 25,942

(２)産業創造支援センター管理運営事業 52,554

令和6年度事業体系
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３． 新価値創出支援       技術・研究開発による新価値創出支援 208,751

（１）新商品・新技術開発など新たな価値の創出支援 178,941

①成長型中小企業等研究開発支援事業（Go－Tech） 55,239

②イノベーション創出支援事業 （やまがた産業技術振興基金事業） 70,000

③ものづくり産業新活力創出事業 47,019

産学官連携コーディネート事業（山形大学連携） 17,969

産学官連携コーディネート事業（医療・福祉） 11,033

産学官連携コーディネート事業（バイオ） 5,504

有機エレクトロニクス総合支援事業 7,200

成長分野競争力強化支援事業 5,313

④外国出願支援事業 3,480

⑤高度技術研究開発センター運営事業 3,203

（２）ＤＸの総合的な推進 15,383

ＤＸ推進計画策定 支援事業 7,519

ＤＸ推進運営事業 7,864

(３)工業材料の試験分析・評価 14,427

４．人づくり支援      次代を担う人材育成と人材確保 60,259

（１）人材育成研修の実施 21,439

製造業技術者養成事業 3,988

デジタルものづくり人材養成事業 4,438

ものづくり人材育成研修コーディネート支援事業 5,640

ものづくり産業マネジメント人材育成事業 1,256

成長分野参入人材育成事業 6,117

(２)人材確保の支援 38,820

プロフェッショナル人材戦略拠点事業 33,450

人材確保システム運営事業 5,370

合　　計 1,435,921
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１．経営支援 経営改善強化から経営革新までの総合支援 

 

（１）よろず支援拠点事業 

中小企業・小規模事業者等の支援体制の充実を図るため、山形県よろず支援拠点を運営し、地

域の支援機関及びよろず支援拠点全国本部等と協力・連携して、中小企業・小規模事業者等が抱

える様々な経営課題の解決を支援するほか、成長志向企業の課題解決への取組みに伴走支援する。 

 

・チーフコーディネーター １名、コーディネーター 15名 計 16名を配置 

・総合窓口、庄内窓口、新庄・最上窓口を設置 

 

事 業 名 予算額(千円) 事  業  内  容 

よろず支援拠点事業 100,270 

 

国委託

10/10 

 

①専門性の高い経営アドバイス 

②課題解決のための総合調整 

③「対話と傾聴」を通じた課題設定型の伴走支援 

④他の支援機関に対する支援ノウハウの共有 

⑤政策的な重点分野への対応 

⑥本事業の広報 

⑦その他必要な事業 

 

 

（２）経営基盤強化の支援 

経営支援アドバイザーを配置し、各担当地域において、様々な経営課題に対する相談助言や各

種支援策の情報提供などきめ細やかな支援を行うとともに、高度で専門的な経営課題に対し外部

の専門家を派遣し助言指導を行う。 

また、経営革新計画のブラッシュアップに関する助言指導や、情報誌「産業情報やまがた」 

及びホームページ等により経営に役立つ情報を提供する。 

さらに、県内中小企業・小規模事業者のさらなる経営力向上を図るため、デジタル化推進の取

り組みや販路開拓を支援する。 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

経営支援アドバ

イザーによる相

談助言 

45,492 

 

県委託 

10/10 

経営支援アドバイザー７名を配置し、各担当地域におい

て、経営相談・助言及び各種支援策の情報提供を行うほか、

地域中核企業等を創出するため伴走支援を実施。 

（村山２名、最上１名、置賜２名、庄内２名） 

専門家による 

助言指導 

 

 

13,770 

 

 

 

県補助 

7,868 

企業負担 

5,902 

高度で専門的な経営課題に対し外部の専門家を派遣し、経営

課題に適切な助言・指導を行う。 

・経営全般   企業負担 1/2 派遣回数 5回以内 

・重点支援企業 企業負担 1/3 派遣回数 10回以内 

中小企業経営

革新支援事業 

502 

 

県補助

10/10 

「中小企業等経営強化法」に基づく経営革新計画のブラッ

シュアップに関する助言指導を行う。 

中小企業庁 

委託事業 
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情報収集提供事

業 

 

10,419 県補助

10/10 

中小企業者等の経営に役立つ情報を収集し提供する。 

・情報誌「産業情報やまがた」の発行 1,500部×3回 

・ホームページによる情報発信 

中小企業パワー

アップ事業 

（デジタル化支

援事業） 

127,577 県委託

10/10 

デジタル化推進に向けた設備投資等の取組みに要する 

経費を補助する。 

予算額 1億円 補助上限 100万円 100件 補助率 1/2 

中小企業パワー

アップ事業 

（販路開拓支援

事業）【新規】 

11,874 県補助

10/10 

市場拡大を図るため県内中小企業・小規模事業者とともに

製品等の販路開拓に取り組む。 

予算額 1,100万円 上限 110万円 10件 
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（３）ものづくりの取引拡大推進 

○取引拡大の推進 

県内製造業の一層の取引拡大のため、取引推進員を配置し積極的に企業を訪問することにより、

発注案件の開拓や発注情報の収集に取り組み、県内受注企業への取引斡旋・紹介を行う。 

また、商談会を県内で２回開催するとともに、機械要素技術展（東京・福岡）に山形県ブース

を設置し販路開拓を支援する。 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

受発注情報収集と

取引斡旋・紹介事

業 

 

5,351 

 

 

 

県補助

10/10 

 

 

〇受発注取引の斡旋・紹介 

○個別商談会（対面方式・Web方式）の開催 

○やまがた企業等情報データベースの管理・運営 

・製造業 1,258社登録 

取引推進員等設置

事業 

 

15,595 

 

 

県補助

10/10 

 

取引推進員を配置し、県内ものづくり企業の受注獲得に向

けた発注情報の収集と取引斡旋・紹介事業を強化する。 

・取引推進員 ３名 

商談会等開催事

業 

 

  

13,242 

 

 

  

県負担金 

1,400 

負担金等 

11,842  

県内外の発注企業を招聘し、県内で２回開催。 

・広域商談会 ７月（天童市） 

・取引商談会 ２月（山形市）  

中小企業販路拡大

実践支援事業 

 

18,763 

 

 

 

県補助 

9,504 

負担金 

9,259 

加工技術の展示会としては国内最大規模となる「機械要素

技術展」に山形県ブースを設置し、県内ものづくり企業の販

路開拓を支援。 

・機械要素技術展 6月（東京）山形市、村山市の合同出展 

12月（福岡） 

下請取引の相談 － － 下請取引の適正化を推進するために、（公財）全国中小企業

振興機関協会が実施する「下請かけこみ寺」の窓口として、

取引上の悩みやトラブルの相談に応じる。 
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○自動車産業の集積促進 

東北６県、新潟県及び北海道の連携によるトヨタ関連企業向けの展示商談会の開催や、個別

に部品メーカー等と県内企業とのマッチングを推進する。 

また、急速に進む次世代自動車への転換の動きに対応するため、「次世代自動車プロジェクト

マネージャー」を配置し、他の支援機関と一体となって、県内関連企業の次世代自動車への参

入を支援する。 

さらに、「次世代自動車首都圏取引支援アドバイザー」を配置し、首都圏で次世代自動車に係

る技術開発等の情報収集を行うとともに、次世代自動車への参入意欲のある企業を対象とした

生産現場改善によるコスト削減及びカーボンニュートラルに向けた伴走支援を実施する。 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

自動車関連産業集

積促進事業 

3,862 県補助

10/10 

〇広域連携等事業 

・とうほく自動車産業集積連携会議 

総会・講演会   ７月（未定） 

・展示商談会（１回） ２月（愛知県） 

○単独事業 

・山形県自動車産業振興会議 

総会・講演会   未定（山形市） 

・発注企業との個別マッチング 

・研修会 

○自動車関連企業デジタルガイドブックによる情報発信  

次世代自動車参入

事業 

 

12,428 県補助 

11,072 

企業負担 

1,356 

○次世代自動車プロジェクトマネージャー（１名）を配置

し、県内関連企業の次世代自動車への参入を支援 

○次世代自動車関連の大手サプライヤーの調達・開発 

担当者を招聘して県内企業を訪問 

○次世代自動車首都圏取引支援アドバイザー（１名）を首都

圏に配置し、首都圏で次世代自動車に係る技術開発等の情

報を収集 

○次世代自動車関連への参入を狙う企業等に対し、生産 

改善の専門家等を派遣しての現場改善によるコスト削減 

○次世代自動車関連への参入を狙う企業等に対し、 

カーボンニュートラルに向けた伴走支援を実施 
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（４）設備貸与事業 

小規模企業者等の経営の革新、地域の中核的な企業の技術力向上、自動車・航空機分野への参入

促進、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）や脱炭素化に取り組もうとしている県内企業

を対象に、中小企業の設備投資ニーズに適切に対応した設備貸与事業を実施する。 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

小規模企業者

等設備貸与事

業 

  

231,000 

 

  

県借入 

173,250 

自己資金 

 57,750 

設備導入を図ろうとする創業者又は経営の革新に取組む小規模

企業者等に対し、設備の貸与を行う。 

・対 象 0～50名雇用の全業種 

・限度額 100万円～１億円 

工業技術力整

備機械貸与事

業 

  

110,000 

 

 

 

県借入 

81,324 

自己資金 

28,676 

地域において中核的な機能を有する企業の先端技術力の向上を

図るために必要な設備の導入の促進に資するため、設備の貸与

を行う。 

・対 象 51～300名雇用の原則製造業 

・限度額 300万円～１億円  

自動車航空

機・ＤＸ・脱

炭素化関連設

備貸与事業 

76,623 

 

県借入

10/10  

自動車及び航空機分野での新規取引を目指す県内企業の他、Ｄ

Ｘや脱炭素化に取り組もうとしている県内企業に対し、設備の

貸与を行う。 

・対 象 

 ①自動車関連産業、②航空機関連産業、③ＤＸ推進企

業、④脱炭素化導入企業、原則製造業で、大企業も含む 

・限度額 9千万円 

 

 

（５）事業承継・引継ぎ支援センター事業 

親族内、従業員及び第三者承継という事業承継全般をワンストップで対応する「山形県事業承

継・引継ぎ支援センター」を運営し、県内中小企業等の円滑な事業承継・引継ぎを支援する。 

 

統括責任者１名、承継コーディネーター１名、サブマネージャー５名 

エリアコーディネーター２名  計９名を配置 

 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

事業承継・引継ぎ

支援センター事業 

 

86,869 国委託 

10/10 

〇事業承継全般のワンストップ相談対応 

親族内承継から従業員及び第三者承継に関する支援

まで、事業承継全般をワンストップで相談に応じる。 

○事業承継出前講座、個別相談会の開催 

商工会・商工会議所等支援機関等において出前講座

（セミナー）や個別相談会を開催し、事業承継の現

状と対策について普及啓発を図るとともに、課題解

決への助言等を行う。 

 

 

  

中小企業庁 

委託事業 
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（６）中小企業活性化協議会事業(産業競争力強化法上の中小企業再生支援協議会事業) 

○中小企業活性化協議会事業 

雇用の安定等と地域の活力に資するため、金融機関や地域の関係機関と連携し、中小企業が 

取り組む事業再生を支援する。 

事 業 名 予算額(千円) 事  業  内  容 

中小企業活性

化事業 

 

 

142,935 

 

国委託

10/10 

 

〇中小企業再生支援協議会全体会議の開催 

関係機関を代表する協議会委員により、再生支援事業の業務

実施方針・方法、その他必要事項について審議し、決定する

ため、全体会議を開催する。 

○窓口相談業務の機能強化 

統括責任者及び統括責任者補佐を配置し、中小企業の事業再

生及び経営改善に係る窓口相談に応じるとともに、金融機関

や関係機関からの事前相談や計画策定相談に積極的に取り

組む。 

○財務・事業デューデリジェンス及び計画策定支援 

必要に応じ、外部専門家から構成される個別支援チームを編

成し、財務・事業デューデリジェンス及び再生計画策定の支

援を行う。 

○中小企業・小規模事業者の再生計画策定支援 

金融調整による一般的な返済金額リスケジュール計画及び

ＤＤＳ、債権譲渡等による抜本的な再生計画の策定に向けて

支援する。 

○再生計画策定支援が完了した案件のフォローアップ 

再生計画策定支援が完了した後の相談企業の計画達成状況

等について、計画策定後のフォローアップを行う。 

○債務整理支援 

具体的な弁済計画の策定を支援し、関係金融機関等との調整

及び経営者保証ガイドラインに基づく保証債務等の整理を

行う。 

○再チャレンジ支援 

 相談企業への支援段階において、再生計画が立案できないな

ど事業再生が極めて困難と判断される場合は、相談企業に対

して円滑な事業の撤退と再チャレンジ支援の提案を行う。 

○協議会内部トレーニー制度 

  企業再生業務を金融機関に広く周知するため令和６年度は

金融機関より半年コース数名、1年コース数名の出向派遣を

受け入れる。 

 

 

 

 

 

 

中小企業庁 

委託事業 
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○経営改善計画策定支援事業 

中小企業・小規模事業者の経営改善計画策定を支援することにより、円滑な経営を促進する。 

事 業 名 予算額(千円) 事  業  内  容 

経営改善計画策

定支援事業 

 

27,764 

 

中小企業基

盤整備機構

委託 

10/10 

 

○経営改善計画策定支援の利用申請及び支援にか

かる助成金支払申請に関する窓口相談、受付を行

なう。 

○経営改善計画策定支援事業における質の向上に

資する業務 

 事業者、経営革新等支援機関に対し、経営改善計

画策定支援の進捗状況確認や(早期)経営改善計

画の策定に関する助言を行う。 

 ○経営改善計画書の内容精査及び費用助成金の支

払業務を行なう。 
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２．創業支援 創業、スタートアップ推進・成長支援 

 

（１）創業支援センター事業 

  起業・創業を支援するための拠点施設「スタートアップステーション ジョージ山形」を運営す

るとともに、プロジェクトメンバーによる支援体制を構築し、官民連携協働による手法を用いて、

地域課題解決型ビジネスモデルを創出する。 

事業名 予算額（千円） 事業内容 

創業支援センター

事業 

29,711 

 

 

県補助 

27,931 

利用者 

1,780 

起業・創業を支援する拠点施設「スタートアップステー

ション ジョージ山形（山形県創業支援センター）」を運

営する。 

○起業に係る各種セミナー・イベントの開催 

○コワーキングスペース・ミーティングルーム利用提供 

創業支援コーディ

ネーターによる相

談助言 

4,368 県補助

10/10 

創業支援コーディネーターを配置し、起業・創業に関す

るワンストップ相談窓口を設置する。 

ソーシャルイノベ

ーション創出モデ

ル事業 

25,942 県補助

10/10 

プロジェクトメンバーによる支援体制を構築し、官民連

携協働による手法を用いて、地域課題解決型ビジネスモ

デルをつくり、新ビジネス創出と地域課題解決の両立を

図る。 

 

 

（２）産業創造支援センター管理運営事業 

県指定管理者として「山形県産業創造支援センター」を運営し、創業者等へのオフィスの提供、

相談助言及び研修の実施など、創業者育成のための支援を行う。 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

産業創造支援セ

ンター管理運営

事業 

 

52,554 

 

 

 

県委託 

12,425 

企業等 

40,129 

 

〇新規創業室、新事業開発室の貸与運営 

・賃貸オフィス ２３室 

○貸会議室及び開放機器の利用提供 

○入居企業及び創業者等への相談助言 

○創業塾等の創業者育成事業 

・創業塾６日間 
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３．新価値創出支援 技術・研究開発による新価値創出支援 

 

（１）新商品・新技術開発など新たな価値の創出支援 

①成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech） 

産学官連携による研究開発プロジェクトとして、経済産業省の補助事業（成長型中小企業等研

究開発支援事業）を活用し、当法人が事業管理者となって支援する。 

 

②イノベーション創出支援事業（やまがた産業技術振興基金事業）  

県内中小企業等が実施する新たな技術等の開発や地域の資源等を活用した新製品開発など、新

規市場の創出や新事業展開のための研究開発に取り組む事業に対し助成する。 

 

③ものづくり産業新活力創出事業 

産学官の連携・交流の更なる活性化を図り、県内企業におけるイノベーション創出並びに成長

分野における技術開発・事業化の取組みを多面的に支援する。 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

成長型中小企業等 

研究開発支援事業 

55,239 国補助 

10/10 

令和４年度及び５年度採択事業の事業管理 

〇「高アスペクト比３次元ナノ・マイクロ構造体の製造

技術によるバイオミメティクスシートの開発」 

【４年度採択】 

  スズキハイテック株式会社 

〇「高解像度ディスプレイに対応した超高精細マイクロ

レンズアレイの研究開発」【５年度採択】 

  株式会社ＩＭＵＺＡＫ 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

研究開発支援事業 70,000 自己財源 助成金交付 

・事業期間 １年以内 (年度をまたいで) 

・助成率 

事業化調査【新規】  ２／３以内 

研究開発・技術開発  １／２以内 

・助成額（上限額）  

事業化調査【新規】  １,５００千円 

研究開発・技術開発  ４,０００千円 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

産学官連携コーディ 

ネート事業 

（山形大学連携） 

17,969 県補助 

10/10 

県内企業等の技術開発及び事業化促進のため、産学官連 

携コーディネーターを２名配置し、各産業支援機関等と

連携を図りながら、大学や試験研究機関と県内企業等の

コーディネート活動を実施する。 

産学官連携コーディ 

ネート事業 

（医療・福祉） 

 

11,033 県補助

10/10 

医療、福祉、ロボット分野を担当するコーディネーター

を１名配置し、医療機関との窓口役となって現場ニーズ

の収集を行うとともに、県内企業の医療機器等開発に対

する助成支援、及び全国規模の展示会出展による販路開

拓支援に取り組む。 
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④外国出願支援事業 

外国の特許、実用新案、意匠又は商標の出願を予定している中小企業等に対し、外国出願に要

する費用を助成する。 

 

⑤高度技術研究開発センター運営事業 

 

  

産学官連携コーディ 

ネート事業 

（バイオ） 

5,504 県補助 

10/10 

バイオ、食品、健康、農業担当の産学官連携コーディネ

ーターを１名配置し、慶應義塾大学先端生命科学研究所

の研究成果と県内企業等とのマッチングを実施する。 

有機エレクトロニクス 

総合支援事業 

7,200 県補助 

10/10 

○有機エレクトロニクス関連製品量産化等支援 （4,200）  

有機エレクトロニクス照明製品の量産化、有機エレ

クトロニクス関連製品の試作等を行う県内企業等に対

し助成金を交付する。 

 補助率 2/3（照明以外 1/2） 上限額 200万円 

○山大と企業の共同開発支援 （3,000）  

有機エレクトロニクス分野で山形大学と共同により

実用的な製品や量産技術等の開発に取り組む開発プロ

ジェクトを行う企業に対し助成金を交付する。 

 補助率 1/2 上限額 150万円 

成長分野競争力強化 

支援事業 

5,313 県補助 

4,938 

企業等 

375 

〇医療機器等開発促進事業 

製品開発等に対する助成を行い、県内企業における

成長の期待される医療分野への転換、進出を支援する。 

 補助率 2/3（大企業 1/2） 上限額 100万円 

〇医療・福祉関連機器販路開拓強化事業 

当法人が事務局となって展示会に出展し、県内企業

が開発した医療・福祉関連機器を医療等関係者にＰＲ

し、販路を開拓する。 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

外国出願支援事業 3,480 国補助 

10/10 

外国出願に要する費用の１／２を助成する。 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

高度技術研究開発 

センター運営事業 

3,203 県委託 

10/10 

産学官共同研究開発の中核拠点施設である山形県高度技

術研究開発センターの会議室及び視聴覚機器等の貸出業

務を実施する。 
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（２）ＤＸの総合的な推進  

県内企業におけるＤＸの実現に向けて、コーディネート活動を行うとともに、ＤＸ推進計画の策

定等を支援する。 

 

 

（３）工業材料の試験分析・評価 

ものづくり企業の技術力向上を目指す試験分析業務の着実な遂行と設備開放機器の活用による

企業支援を効率的に実施する。 

 

  

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

ＤＸ推進計画策定 

支援事業 

7,519 県補助 

6,519 

企業等 

1,000 

ＤＸに取り組む企業を公募し、デジタルと経営支援に詳し

いコンサルタントを派遣し、社内のＤＸレベル診断と改善

案の提案、ＤＸ推進計画の策定までを支援する。 

ＤＸ推進運営事業 

 

7,864 県補助

10/10 

コーディネーターを１名配置し、ＤＸ及びデジタルに関す

る最新情報の収集・発信、企業・研究機関等への訪問及び

個別支援を行う。 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

工業材料試験及び  

設備使用対応業務  

 

14,427 県委託 

10/10 

１ 工業材料試験業務  

(1)土木建設材料及び工業材料・製品に係る強度試験  

・コンクリート類、建設用鋼材の強度試験 

・金属、木材、プラスチック等の各種強度試験 

(2)工業材料の物性試験、顕微鏡試験、精密測定試験  

・工業材料の各種物性試験 

・光学顕微鏡及び電子顕微鏡などの顕微鏡試験 

・機械部品の精密測定試験 

(3)工業材料の化学分析、機器分析  

・金属、プラスチック等の化学分析 

・ICP発光分光、蛍光 X線装置等を用いる定性・定量分析 

・赤外分光、EDS装置等を用いる定性分析 

(4)モデル造形  

・インクジェット方式によるモデル造形 

２ 設備使用対応業務  

(1)EMC計測など IoT機械及び器具の設備使用対応  

(2)工業材料試験など設備使用対応  

３ 実験補助業務 
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４．人づくり支援 次代を担う人材育成と人材確保 

 

（１）人材育成研修の実施 

ものづくり人材育成の中核機関として、製造技術習得と人材の資質向上に向けた研修事業を計画

的、効果的に実施する。 

 

  

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

製造業技術者 

養成事業 

3,988 県委託 

10/10 
ものづくりに欠かせない技術に関する研修を実施 

 (1) 品質管理  

 (2) 製品設計・製造に役立つ金属材料学 

 (3) 清酒製造技術 

 (4) 食品の安全管理技術 

デジタルものづく

り人材養成事業 

4,438 県委託 

10/10 

○ロボット技術者養成研修 

ロボットの活用に必要な能力や知識等を体系的に習得し

た技術者を育成する研修を実施する。 

 (1) ロボットハンドコース（ハード設計）  

 (2) ロボットビジョンコース（ソフト設計） 

○デジタル設計技術者（ＣＡＥ技術者）養成研修【新規】 

県内企業従業員や求職者を対象に、ＣＡＤ活用レベルから

ＣＡＥ活用レベルに引き上げる研修を開催する。 

(1) 基礎コース 

 (2) 実践コース 

ものづくり人材育 

成研修コーディネ 

ート支援事業 

5,640 県委託 

10/10 

コーディネーターを１名配置し、人材育成に関する情報収集

と情報提供を推進する。 

ものづくり産業マ 

ネジメント人材育 

成事業  

1,256 県委託 

10/10 

ものづくり企業の経営者等を対象に、マネジメント力を強化 

する研修を実施する。 

成長分野参入人材 

育成事業  

6,117 県委託 

10/10 
成長分野に進出する企業における生産性向上と若手から現

場リーダーまでの資質向上を図る研修等を実施する。 

 (1) 生産管理研修、リーダー研修、初級者研修等の集合型

研修を開催 

 (2) 自動車部品ライブラリー「アクセル」管理運営等 
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（２）人材確保の支援 

○プロフェッショナル人材戦略拠点事業 

地域に新たな質の高い雇用を生み出し、人と仕事の好循環を創出するため、地域の中堅・中小企

業に対して、新たな取組みに積極的に挑む「攻めの経営」への意欲を喚起し、その実現に不可欠と

なるプロフェッショナル人材の採用を民間人材ビジネス事業者との連携により支援する。 

 

○人材確保システム運営事業 

県内企業の競争力向上を人材面から支援するため、専用ホームページを活用し、県内企業と登録

者とのマッチングを促進する無料職業紹介事業を実施する。 

 

 

 

◆その他 
中小企業の団体等の事務局として、その活動を支援する。 

 

・テクノプラザやまがた’８４ 

・ジョイントパーティ 

・山形県インキュベーション・マネージャー連携協議会 

・テクノフォーラムやまがた’９０ 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

プロフェッショナル 

人材戦略拠点事業 

33,450 県委託

10/10 

①プロ人材ニーズの掘り起こし 

②民間人材ビジネス事業者との連携によるマッチング 

③プロ人材採用企業へのフォローアップ 

④戦略協議会・事務協議会の開催 

⑤副業・兼業プロ人材活用の需要の掘り起しとマッチ

ング支援 

⑥金融機関との連携体制の構築、連携事業の実施 

事 業 名 予算額（千円） 事 業 内 容 

人材確保システム運営

事業 

5,370 

 

県委託 

10/10 

ホームページ「やまがた 21 人財バンク」にて求人企業

と求職者（企業退職者・ＵＩターン希望者）を登録・公

開し、県内企業と登録者とをマッチング。 


